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はじめに

　学校教育が人的資本蓄積を促進し経済成長にプラスの役割を果たすことは，これまで理論 ・実

証双方における膨大な研究蓄積によっ て指摘されている 。（例えは，Ｌｕ．ａｓ（１９８８），Ｍａｎｋ１ｗ，Ｒｏｍｅ．

ａｎｄＷｅ１１（１９９２），Ｂｅｎｈ・ｂ１ｂ・ｎｄ　Ｓｐｌｅｇｅ１（１９９４））。 とりわけ，生産活動に必要とされる全般的な基礎

知識の付与を目的とする初等 ・中等教育に関しては，Ｂｅｃｋｅｒ（１９６４）の人的資本理論に沿った解

釈の下で，その成長促進効果について広く認知されているところである（Ｓ．ｈｕ１ｔ。（１９８８））。

　一方，局度に専門化された知識の習得を目的とする高等教育に関しては，人的資本理論が主張

する形での成長促進効果ついて　般的なコンセンサスは得られていない。Ａｇｈ１ｏｎ　ａｎｄ　Ｈｏｗ１ｔｔ

（１９９２）に代表されるＲ＆ＤモテルやＪｏｖａｎｏｖ１ｃ（１９９８）などのビンテージモデルでは，教育は技

術開発（適応）能力の向上を通して成長に寄与すると考えており ，マクロ経済効果の波及経路に

ついて人的資本理論と見解を異にしている 。またＳｐｅｎｃｅ（１９７３），Ｓｔ１ｇ１１ｔｚ（１９７５）などが提唱す

るシグナリング仮説では，高等教育を自らの有能性を示すシグナル機能ととらえており ，生産性

向上に対して積極的な役割を果たすと考えられていない。この仮説の下では，高等教育に対する

補助は個人の進学を容易にし学歴のシグナル機能を低下させる。したがって成長を牽引する近代

産業への能力の低い個人の流入を招き ，経済成長に有害となる可能性を持つ（外谷（１９９５））。

　しかしながら，生産，管理体制の高度化，国際化の進展に伴い，現在の企業杜会で平均的労働

者が要求される知識（スキル）はより高レベルなものになりつつある。そして，（企業派遣を含め

た）社会人の大学院進学などにみられる高等教育需要の拡大は，その充足に対する高等教育の有

用性を示唆しているといえよう 。我々はこの側面に注目し，通常の人的資本理論に基づくモデル

の下で，公的教育補助が進学，学習努力などの教育投資行動と経済成長率に与える影響について

分析する。そして，過度の教育補助は進学率を上昇させる一方で進学者の学習意欲を減退させ ，

マクロレベルでの人的資本水準を減少させる可能性があることを示す 。

＊　本稿の執筆に際し同志社大学の八木匡教授から多くの助言を頂いた。ここに記して感謝する 。
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　この帰結は，昨今深刻な問題として顕在化しつつある大学生の平均的な学力低下現象とも対応

的であるといえる。つまり大学の大衆化が，学習意欲に乏しい進学者層の拡大という側面を伴う

ものであるならば，進学を助長する公的教育補助の拡大はその傾向を強化し，平均的な教育水準

が低下するであろう 。さらに，彼らの流入が教育環境の悪化を通じて他の学生の学習成果に害を

及ぼす場合には，総人的資本形成量の減少を招くかもしれず，経済成長に負の影響をも与えかね

ないことになる 。

　以下，２節でモデルを提示した後，３節で経済の均衡について議論する。そこで，内生的に決

定される公的教育補助率の臨界点により経済の均衡を次の二つのタイプに分類する。すなわち ，

補助率が臨界点を下回る場合には，学習努力を投入する誘因のない低能力の個人の進学が阻まれ ，

進学者全員が努力を投入するという均衡が得られる。この均衡では，低進学率ではあるが各進学

者の人的資本形成量は大きい。これに対し臨界点を上回る補助率の下では努力投入の誘因を持た

ない進学者が出現する。彼らの存在は教育環境の悪化などを通じて努力投入者の学習成果を引き

下げるため，均衡での進学率は高いものの個々の人的資本水準は低くなる。４節では，均衡にお

ける経済成長率を導出し，教育補助率との関係について吟味する。そこではとくに，臨界点を上

回る水準での公的教育補助の拡大は，学習努力を投入する主体数の減少と努力投入者の学習成果

の低下とを通じて，経済全体の人的資本量を減少させ，経済成長に有害となる可能性を持つこと

を指摘する。そして５節においてこの可能性を数値計算によっ て検証する。６節にて結論を述べ

る。

２．

モ　デ　ル

　２．１．消費及び生産サイド

　経済は二期間生存する個人から成る世代重複経済である。各期の人口は一定で区間［０，１１に連

続的に存在するとする。本モデルでは，各個人は教育成果（学習能力）に対する異質性を有して

おり ，その能力順に［０，１１内に一様に分布しているとする。各個人クは効用関数

が＝伽伽（・‘）十伽４二 １
（１）

で表される同質的な選好を持つ。ｏは消費であり ，上付き及び下付きの添え字はそれぞれ世代及

び期を表す。ｑ（２ゴ）は学習努力
ｇ｛

（≧Ｏ）が効用に与える負の効果を反映した関数であり

口（Ｏ）＝１，口
１（３‘）＜Ｏ，Ｏ＜¢（２‘）

を満たす。すなわち，学習努力〆は消費財タームで４
‘（１－ｇ（３‘））単位の消費が減少することに

よる効用の減少分と同等の負の効用をもたらす 。

　各個人は，第一期の期首に教育投資を行うか否かを選択する。行う場合には投入する努力量に

ついても決定を行う 。教育投資は非分割的であり ，行うならば第一期中 £（Ｏ＜£＜１）だけの時問

　　　　　　　　　　　　　　　　１）
を教育に費やさねばならないとする。さらに本稿では，学習努力の投入水準に関しても ，各主体

の選択は努力を投入するか（〆＝１），しないか（〆＝Ｏ）という二者択一であると想定して議論を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０２１）
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進める 。

　第一期における教育投資は，出生時の人的資本水準（労働生産性）を１で基準化した場合の ，

個人の第二期人的資本水準を下式にしたがい上昇させる。即ち ，

　　　宇（ゴ）　　　　　　ｉｆ　〆＝Ｏ
〃‘＝

　　　刀（ゴ ，刎’）７（ゴ）ｉｆ〆＝１

である。ただし，パ ２）は能力 ２の個人が教育投資を行うことで獲得できる最低限の人的資本水

準であり

宇１ （ゴ）＞Ｏ，　宇”（ク）≦０，　ア（Ｏ）＞１

を満たす。また，刀（ク，吻）は努力を投入することの効果を表す変数で

刀（Ｏ，Ｏ）＞１ ，　刀
１， 刀２ ＞Ｏ，　刀 １１， 刀２２≦Ｏ，　刀 １２ ≧Ｏ

を満たす。吻は〃期進学者中努力を投入する個人が占める割合である 。刀。＞０は学習能力の高い

個人ほど努力投入の効果が大きいことを意味する 。刀。＞Ｏは進学者の学習成果に外部効果が存在

することを意味する。すなわち，自らの努力投入の効果は，進学者中努力を投入している者の割

合が高いほど大きくなる 。

　世代〃の各個人は，第一期，第二期のそれぞれにおいて生産技術

班北＝・、十此・１二比（ん＝Ｏ ，１）

にしたがい消費財を生産する。ここで〃は効率単位で測った労働投入水準で

ｏｌ二

比＝（労働時間）×（人的資本水準）

で定義される。教育投資選択の非連続性より ，個人クの各期の産出水準は各選択に応じて次の三

つに限定されることになる。つまり ，進学しない場合（選択 〃）には（〆，批１）＝（ｏ、， ｏ、十１）を

得， 進学するが努力を投入しない場合（選択 ｓ）には（〃グ，班１）＝（（１一£）ｏ、， パク）”。十１）を得る 。

そして，進学しかつ努力を投入する場合（選択 ｓ２）には（〆，批、）＝（（１一£）ｏ，，

刀（ゴ ，吻）パク）０’十１）を得る 。

　○は経済全体の知識水準を表す変数であり ，各期の教育投資活動を通じての外部効果として蓄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
積されると想定する。蓄積方程式は下式で与えられる 。

○弐’一・（凪）一・（ル叫
・（・）一・…け・・

（２）

　２．２。政府部門

　政府は各個人から所得税を徴収しそれを進学者に配分することで一種の教育補助政策を行う 。

具体的には，〃期末に世代カの所得に対し税率 ７Ｅ（Ｏ，１）の所得税を課し，それを世代〃のうち進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
学することを選択した者に対し教育補助金として均等配分するとする。７は期によらず一定であ

るとし，政府は常に均衡予算を達成しているとすれば，進学者一人当たりの補助額伽は

（１０２２）
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　　　　〃・
わ’＝で

　　　（７期進学者数）

で与えられ，各教育投資選択に応じた消費水準は，選択 〃ならば（４
‘，
４二１）＝（（１一で）ｏ、， ｏ、十１

），

選択 ｓならば（４
‘， ６１二

、）：（（１１）ｏ、 十５ 、， パク）ｏ、、１
），

選択 ｓ２ ならば（４
‘，
４二
１）：（（１１）（１

１）ｏ汁わ ’， 刀（ク ，刎’）パク）ｏ’。。）で与えられることになる 。

３．

均　　　衡

３． １． 効用最大化間題

　世代カの能カクの個人は 〃， ｓ， ８２のうち，（１）で与えられた生涯効用を最大化するものを選択す

る。 したがって彼の最大化問題は

ｍａＸ［〃 ”， 〃ｓ（１ ，６ ’），が
２（
１，
６’，

閉’
）］

〈〃 ，８，３２＞

８．
〃．

　　　　　　　　〃‘〃 　（叶（工汁
。ア）（１一、））の

６’ （７，ムニ十Ｌ二２）＝７　　　　 ＝７
　　　　　　　　ム８＋工

８２

　　　　　　　工ｓ＋工
８２

　　　　　　　　　’　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　’

４＋工汁工１２ １，

Ｏ≦吻 ＝工１２／（工１＋エニ２）≦；１

と定式化される。ここで

〃ｎ＝肋（１－７）ｏ’ 十伽ｏ’。１

が（ク ，わ’）＝伽（（１－７）（１一£）ｏ’ 十６’）十１仰（ゴ）の十１

が２（ク ，６
’，〃）＝１〃（（１一で）（１一£）の十６’）口（１）十肋刀（ク ，刎 片（ク）ｏ’十１

（３）

である。より具体的には，彼らは，同世代に属する全個人の選択の結果として決定される４ ，

ぢ， Ｌアのサイズを予測した下で各選択に対応する効用水準〆，が（ゴ ，６
’）

，が
２（ゴ，切 ，刎’）を評価し ，

自らの効用を最大化するものを選択する。ただし出生時の知識水準 ｏ’ は既知であり ，ｏ’。１ は

の・１一州・
工エラ舳・工、

ブ舳）榊であたえられる ・

　〃期均衡は各選択者数に対する期待と実現値が一致する状態（１１，エニ，エァに対する対称的ナ ッシ

ュ均衡）として定義されるが，〃
ｓ１ （ク ，６’）＞Ｏ

，〃
３２ （ク ，６

’，閉’
）＞〃＝（ク ，６’）より ，これは選択 〃と ３の

境界点ゴごＥ［Ｏ，１］と ，選択 ｓと ｓ２の境界点げＥげ，１］に対する対称的ナ ッシ ュ均衡と言い換え

ることができる（４ ＝クニ，エニ＝ゴ７一ギ，Ｌア：１一 ヴ）。

　３．２．臨界点 ｚ， ｚ， ｚ， ７の定義

　均衡を導出する準備として次の四つの臨界点ク，；；１７について定義しよう 。まずクを”と

が（ゴ ，６，）の交点として定義する。工汁エァ＝１一ガに注意すれば，（３）より

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０２３）
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７（づ）＝
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（１一で）

（１－７）（１一£）十で

１一£（１一クご）

１一ク

の解として２（７，１ｒ二）を定義することができ ，１＞２（７，１－１ご）の個人にとっ てはが（６ ，６、）＞”と

なる。での上昇は進学者の第一期消費の相対的増加を通じてが（づ ，６’）を相対的に上昇させるため

主・ （で，１一ゆ〈Ｏとなる。また，進学者数（１一ゆの増加は一人当たり教育補助額６。を減少させ ，

が（仙）を低下させる。よっ て２。（７ ，１一の＞Ｏがしたがう 。いま ，主（７ ，１一の＝クブを満たす能力

水準をとくに三＊ と書くことにすると，上式より戸は

　　　　　　　　　（１－７）（１一戸）
　　　　〃＊）＝ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４）　　　　　　　　（１－７一£）（１一ク）十７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
を満たす戸（で）と表すことができ ，で＜１一パＯ）（１一£）のとき内点で一意に得ることができる 。

また（４）より

戸１ （で）＝
一（１一戸）［１一£（１一戸）］

〆（（１一三＊）（１一・）十４ ＊）２＋で（１一で）［（２一・一・）（１一三＊）十三＊１
＜Ｏ　　　　（５）

となることが確認できる 。

　ここで，ク＊（７）は（Ｐ）から選択 ｓ２ を排除した問題

ｍａ・［”，・
ｓ（
１，
６’ （で ，１ プ））１

＜”，３〉

。．
１． ６、 （、 ，１一，

ご）＝、１■£（１ ；ｚ
二）

、

　　　　　　　　　　　１一奪

に直面している場合のナ ソシュ均衡点であることに注意してほしい。つまり ，彼らの直面する問

題が選択 〃か ｓかの二者択一であるという環境の下では，境界点クごに対する対称的期待がづご

＝ク＊（で）であるときに，その問題の解は

〃”　　ｆｏｒ　　パ…［０ ，ク＊）

がｆｏｒ 炸（戸
，１］

となり ，ｚごに対する期待と実現値が一致する。ただし，７ が１１（Ｏ）（１一£）を上回る場合の上

の問題の均衡は２ご＝１である 。

　次に ，ｚ と７について定義する。２は曲線が２（２ ，６’）とが２（ｚ ，伽 ，吻’）の交点として ，（３）より

刀（ク，榊）＝１々（１） （６）

をみたすク（刎’）と定義される 。（６）よりづ（刎，）は６、（したがって税率 ７及び進学者数１一箏と）

と独立に決まる。また刀１＞Ｏ，刀。＞Ｏより吻に関して減少的となる。いま ，ク（閉’）の最大値

（１０２４）
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ゴ（Ｏ）と最小値ク（１）がともに内点で決まることを保証するため，全ての吻， ｅ［Ｏ，１］に対し

　　　　刀（Ｏ，吻）＞１々（１）く７７（１，吻）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７）

が成立すると仮定する 。仁［Ｏ，ク（１）］の個人にとっ てはが（ど ，５、）＞が２（ク ，ム 、，１）であり ，進学し努

力を投入した場合に得る効用は進学し努力を投入しない場合のそれを必ず下回る。よっ て彼らが

（Ｐ）の解としてｓ２ を選択することはない。一方た［ゴ（Ｏ） ，１］の個人が（Ｐ）の解として８ を選択す

ることはない。すなわち彼らは進学するならば必ず努力を投入する 。で は戸（７）＝づ（１）を満たす

税率として定義され，（４），（６）より

　　　　　　（１一ク（１））［１一（１一£）パク（１））

　　　　 ７＝　　　　＿　　　 ＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８）
　　　　　　　１＋づ（１）け（ゴ（１））一１］

で与えられる 。（８）よりパラメータが

　　　　パク（１））＜１／（１一£）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９）

を満たすならばＯ＜三＜１一（１一£）パク（１））＜１一（１一£片（Ｏ）が保証され，戸１（７）〈Ｏより

　　　　　Ｏ＜７＜臼Ｏ＜ク（１）＜戸（７）

　　　　　工＜７＜１一（１一£）パＯ）＝＞Ｏ＜戸＜ク（１）

　　　　　１一（１一£）宇（Ｏ）＜７＜１：・＞づ＊（７）＝Ｏ＜ク（１）

の関係が成立する。以後（９）が満たされるとして議論する 。

　最後に２．について定義しよう 。三．は〆とが２（ゴ ，６
、，１）の交点であり ，（３）より下式の解として定

義される 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１－７）
　　　　口（１）刀（ク，１片（ク）＝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １一£（１一ゴご）
　　　　　　　　　　　　　（１・７）（１一£）十７　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１一ぢ

主＊（７）の場合と同じ理由により三一（７，１一ゴご）＜Ｏ，三；（７，１一クご）＞Ｏがしたがう 。またここでも；
’

（７，１一クご）＝づごを満たすギをとくに声と書くことにしよう 。つまり戸は，各個人の直面する最

大化問題が

　　　　易簑 ・” が２（州 ・・ １一ダ）
・１）

　　　　
、．
１． ６、 （、，１一，

ご）＝、１一£（１ ；ｚ
ご）

　　　　　　　　　　　　　　　１一む

という ，選択 〃か ｓ６ かの二者択一である場合の経済の均衡点であり

　　　　９（１）刀（戸，１）バ）＝
　（１一・）（１一三某）

　　　　　　　　　　　　　（１－７一£）（１一；某）十７

を満たす戸（７）として定義される。ここで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０２５）

¢ｏ
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　　　　（１一声）［１一。（１－１ふ）１

［（１一声）（１一。）十で杓・

¢（１）［７（～１（声，１）プ（１ふ）１＋
で（１一で）［（２一。一で）（１一声）十杓

［（１－１ふ）（１一。）十で；、１・

＜Ｏ　　（１１）

〆， ・５（仙
、）

，凹３伽 、，〃、）

”

０

　　　　・ ５（・，ム 、（ぢ１一戸（づ））　１１１

　　　　　　　　　　　　　　１１１１
　　　　　　　　　　　　　　ノ１ 　　：
　　　　　　　　　　　１１ｌ　　ｌ　　　　　　　　　　１　　　　　■
　　　　　　　　　１　　　　　　　・
　　　　　　　１　　　　　　　ｌ　　　　　ｌ
　　　　　　１　　　　　　　　・　　　　 １

　　　　　１　　　　　　　　　　　　　　　　１
　　１１　　　　　　　 ｌ　　　 １

　１　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　ｌ
１　　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　ｌ
　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　ｌ
　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　ｌ
　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　・
　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　ｌ
　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　１
　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　１
　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　１
　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　１
　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　１
　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　１

・“（仙 、（４１ ・ノ★（づ） ，１

　　　　　　　グ砺（。１・戸（づ） ，１）

　　　　１１
　　！１

１　　　　　　　　　　　・

　　１　　　　　　　　　１
　　Ｉ　　　　　　　　　１
　　・　　　　　　　　　１

　　１　　　　　　　　　１
ｅ（〃 、（ぢ１一戸（づ）１０）

　　１　　　　　　　　　　１
　　■　　　　　　　　　Ｉ
　　Ｉ　　　　　　　　１
　　１　　　　　　　　　Ｉ
　　１　　　　　　　　　・
　　１　　　　　　　　　■
　　・　　　　　　　　・
　　１　　　　　　　　　Ｉ
　　・　　　　　　　　　Ｉ
　　１　　　　　　　　　・
　　・　　　　　　　　　１
　　・　　　　　　　　　１
　　１　　　　　　　　　　１
　　・　　　　　　　　　１
　　・　　　　　　　　　１
　　１　　　　　　　　　１
　　１　　　　　　　　　１

　　久１）如１ゴ（づ）戸（づ

図． １． ａ： 各臨界点の位置関係（７＜で）

ノオ（づ　　　　　　久０）　　　　　　１　　ノ

〆， ・５ゆ、
），

ガ（〃 、，〃、１

・”（肋 、（４１・パづ） ，１）

・£（仙 、（Ｚ１・パづ））

〆

”（肋 、（瓦１・ノ★（づ） ，Ｏ）

０
久１）＝戸（づ：パづ

　図 ．１ ．止 ：各臨界点の位置関係（７＝で）

　　　　　　　　　（１０２６）

久Ｏ）　　１ノ
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”， パ（加
、）

，ヅ ｏ（肋
、，〃、）

〆

　　　　　　　　　　　　１１１　　 ｅ（肋 、（■１・戸（づ）
，１）

ガ６（肋 、（４１・戸（づ），１）１１１

　　　　　　　１１
　　　　１１１　　　　パ（肋 、（ぢ１・戸（づ））
　　　１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
　　１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１

　１１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｌ
　　　１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１

　　 ・　１１
　　十１
！１１

ゾ帥
、（４１ゴ（づ） ，Ｏ）

　　　　 ○　主“（づパ（づ　久１）　　　　　　　　　　久Ｏ）　　１ノ

　　　　　　　　　　　　　　図 ．１ ．ｃ： 各臨界点の位置関係（ｒ＞で）

がしたがい，また４＊（７）が内点で得られる場合には 汽７）もまた必ず内点で一意に得られぶ
さらに７＜エでは三

．（７

，１一戸（エ））＜主＊（エ），７＞エではれ ７，１一戸（、））＞戸（で）であることより

　　　　　　．．
　　　　　　　　　　　　●●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．・

Ｏ〈で＜三→ゴ（１）＜ク（７，１づ＊（７））＜戸（７）〈ク＊（で）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
　　　　．・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＾

で＝で＝＞戸（７）＝戸（ｚ・）＝ゴ（１）

　　
■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

　　　　　　　　　　．　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＾

エ＜７く１＝＞主＊（で）＜ク（７，１一主＊（７））〈ゴ（１）

の関係が成立する。図．１は以上の議論をまとめたものである。次節では以上の考察を下に，臨

界税率エによっ て均衡が二つのタイプに分類されることを述べる 。

　３．３．均衡

　〃期均衡（ゴニ＊ ゲ＊）は，各境界点に対する各個人の対称的期待の組（（の ２， （ゴニ２）９）と実現値

の組（クご（（クご）３ （杓 ２） ，ヴ（（クご）２，（ゴニ２）９））に対して ，（クご（ゴ：＊，グ
＊） ，グ（クご＊ ，クご２＊））：（クニ＊

，

ゲ＊）を満足する。まず ７〈エのケースについて述べよう 。結論から言えば，このケースの均衡は

ク８＊＝岬＊＝；三（７）で一意に与えられる。つまり ，各工に対する対称的期待がエァ＝１一汽で） ，ムニ

＝汽７）である場合に（Ｐ）の解は

　　　　　”ｆ。・ 同Ｏ
，声（。））

　　　　　が・ｆ・・１Ｅ（；去（で） ，１１

で与えられ，各選択者数の実現値がその期待と一致する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０２７）



６８

　　　　　■　●４＊（７）＝づ＊（７）

Ｌ３＊
Ｏ

　’
　　　　　　　●　■エニｏ＊（で）＝１一戸（７）

立命館経済学（第４８巻 ・第６号）

（１ぢ

　厳密な証明は補論に譲り ，ここでは図によっ てこのことを確認しよう 。図２はこの様子を描

いたものである。各実線は（ゴニ）２＝２＊（で）としたときの効用水準を表している
。（クご）０＞三＊（７）の

下では，曲線が（ク
，６、）とが２（ク ，わ 、，刎、）は図に描かれているよりも上方に位置するから

，（ゴご２）２ に

依らず
２フ（（ ２二）２ （２二２）２）〈三＊（で）が成↓する。よっ てエニ十エア＜１１＊（で）の領域は均衡となり得

ない。次に（の２＝２＊（７）についてみてみよう 。クご（三＊（で），（づご２）２）＝三＊（で）となるためには

が（２ ，６、）と〃３２（２ ，６ 、，閉。
）の交点７（刎、）が２＊（で）より右方に位置する必要がある 。すなわち（２ご２）２

は

峠緒）・１・（で）

を満たすものでなくてはならないが，づ（Ｏ）＜主＊（で）の場合には上式を満たす（づご２）０ Ｅ［２＊（で）
，１］

は存在しない。ゴ（Ｏ）＞主＊（７）の場合には，ク（１）〈戸（７）とジ（舳、）＜Ｏよりク（（１一
グ十）／（１

一三＊（で）））＝２＊（で）を満たすク＝２＋ｅ（４＊（７） ，１）が一意に存在して ，（クご２）２＞グ十の場合についての

みクフ（６＊（７），（ゲ）２）＝戸（で）が成立する。しかしながら ，グ（２＊（で） ，１）＝ク（Ｏ）〈１ ，

ぢ２（２＊（７） ，ク７＋）＝三＊（で）〈ぢ２＋ と

、（

手）。 １（１土荒 ））一・（１崇） ）一．伽（吻）等伽一洲
２・・（１１

より，グ Ｅ（三＊（で） ，１）では常にゲの実現値が期待を下回ることになる 。すなわちゲ（主＊（７） ，

（ゴニ２）２）く（杓 ２。 よっ て（ゆ２＝三＊（７）もまた均衡となり得ない 。

　以上によりゲ は必ず４＊（で）の左方で得られることがわかるが，これは選択 〃と ｓの境界が

”と〃８２（ク ，６
’，刎’）の交点で与えられること ，つまり進学者は全員努力を投入することを意味して

いる。したがって均衡では（ゆ２＝（杓
２， （つまりエニ：Ｏ）でなくてはならず

，づご＊ ク＝淋 声（で）

というふうに一意に与えられる 。

　この均衡は，低進学率と１００パーセントの学習努力投入者率によっ て特徴づけられる。教育に

対する低い補助率は，努力を投入する誘因を持たない，能力の低い個人忙［Ｏ，づ（１））の進学を阻

み， 努力を投入することが最適となる比較的能力の高い個人のみが進学を選択する。したがって

進学者は少ないものの，各進学者は人的資本形成において最大の外部効果刀（づ，１）を享受するこ

とができる 。

　次にで≧でのケースについて述べる。このケースの均衡の様子は図 ．３に描かれている。同じく

詳細は補論に譲るが，（づ二２）２ に依らず，つまり〃
ｓ０（ク ，６

’，舳’）の位置に依らず

（１０２８）
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”， パ（〃
、）

，〃“（仙
、，〃、）

ｕ”

〃”（仙 、（４１ ・ノ★（づ） ，１

　　　　　　　　　１　　　　　ノヅ¢耳（４１・戸（づ） ，１）

　１１
　　　パ（〃 、（４１ゴ★（づ））　　　 １１　　　ｌ　　　　 ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　ｌ！　　　　　　　　１　　　　　　　　　・
　　　　　　　　　　　 １　　　　イ　　　　　　　　１　　　　　　　１　　　　　　　　　　　 ｌ　１１ｌ　　　　　 ｌ　　　　　 ｌ

　　　　　　　　　　　１１　　　　　１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　　　　　　　　　　イ　　　　　　　ｌ　　　　　　　　１　　　　　　　　・
　　　　　　　１１１：　　　；　　 ‘６（〃、（乙１ヅ（づ）幻）
　　　　　　１　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　　　・
　　　　　１　　　　　　　　１　　　　　　ｌ　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　１
　　　　１１　　　　　　ｌ　　　 ｌ　　　　　 １　　　　　 １

　　　１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　１　　　　　　　　Ｉ
　　１　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　１　　　　　　　　　１　　　　　　　　　１
　！　　　　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　ｌ　　　　　　　　１　　　　　　　　ｌ
１　　　　　　　　　　　　　　　 Ｉ　　　　　 １　　　　　　 １　　　　　　　 ｌ
　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　Ｉ
　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　ｌ　　　　　　　　　１　　　　　　　　　１
　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　１　　　　　　　　　ｌ
　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　ｌ
　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　ｌ　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　ｌ
　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　ｌ　　　　　　　　　１　　　　　　　　　ｌ
　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　１　　　　　　　　　１
　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　ｌ
　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　ｌ　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　１
　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　・

Ｏ 久１）　五ｚ１・戸（づ）　戸（づ　　戸（づ 久０）　　　１ノ
ｚｌ（づ 工１口（づ

図． ２． ａ：な期均衡（７＜７）

（叶
三＊（で）〈・＞クニ（（の ２， （ゴニ２）２）

〈

＞

主＊（７）

の関係が成立することが各曲線の位置関係より明らかである。よっ てｚ
ご＊
ｚ＊（７）となる。ヴは

曲線が（ゴ ，６’（７，１一三＊（７））とが２（ゴ ，６’（で，１一戸（７）） ，刎’）の交点で与えられるから

榊・（・
川１一（１三芸１三；）

であり以下の関係が成立する 。

　　　　岬） ・７（・））一７（１宗）
）・７（・

川州
・１（・））一１（１

崇）
）・１（・）

これとク（刎’）の（ゲ）２ に関する単調増加性および（１３よりグ（２＊（で） ，づ＊）：ク＊ を満たすゴ＊…

（ク（１） ，ク（Ｏ））の一意的存在が保証される 。戸はク（（１一戸）／（１一戸（７））＝ク＊ を満たす能力水準と

して定義され，（６）より

刀（声（・）・■姜ち））一・・口（・） （１４）

をみたすク＊（７）であり ，均衡は（ゴご＊ ，グ＊）＝（主＊（７） ，戸（７））となる
。

（１０２９）
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〆， 〃５（〃
、〉

，ガ（肋
、，〃、）

・一一一一〃”（肋。（も１ナ（づ）
，（１・刈づ）１（１ゴ ★（づ））

〃”

ゾ¢カ、（ら１ゴ（づ）
，１）

１ １

　　１　１１

！
１
１

　　　　　　 １　　　　　　 １　　　　　　　１　　　　　　　
ｌ

　　　　　　 ｌ　　　　 ｌ　　　１１　　　　　　 ｌ
　　　　　　　　　　 ｌ　　　１　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　 １　　　　　　 １　１　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　　　　　ｌ　 １イ１　　　　　　；
　　　　　　１１； 　・５伽

、（巧げ（づ）；０１

　　　／・て　；　　　　１
　　１　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　１　　　　　　　１　　　　　　１　　　　　　　　　　　　　　　　 ・
１　　　　　　　　 ．　　　　　　 １　　　　　　　　　　　　　　　 ｌ

　　　　　　 ｌ　　　　　　 １　　　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　１　　　　　　 １　　　　　　　　　　　　　　　　 １
　　　　　　１　　　　　　 １　　　　　　　　　　　　　　　　 １

　　　　　　 １　　　　　　　 １　　　　　　　　　　　　　　　　
１

　　　　　　 －　　　　　　　１　　　　　　　　　　　　　　　　
１

　　　　　　１　　　　　　１　　　　　　　　　　　　　　　　 １
　　　　　　１　　　　　　１　　　　　　　　　　　　　　　　 １

０ 戸（づ 久１）　　　　　　　　ダ讐（づ

　　　ｚｌ（づ

　図 ．３．：カ期均衡（７＞で）

久Ｏ）　　　１ノ

ｚ二（づ

ｒ＊（で）＝戸（７）

エニ＊（で）＝づ＊（で）一主＊（７）

Ｌ二〇＊（７）＝１一戸（７）

ｚｌｏ（づ

（１弓

　この均衡の特徴は，学習努力を投入する誘因を持たない忙（戸（で） ，ク（１））の個人までが進学を

選択するという点である。彼らの進学は他の進学者の学習努力の効果を引き下げるため，潜在的

には努力投入の誘因を持つ忙（戸（で） ，戸（で））の個人までが努力を投入しないことを選択する 。

そしてこれらは努力投入の効果を刀（づ，（１一戸（７））／（１一戸（で）））という水準にまで引き下げ，ク

Ｅ（ｚ＊（で） ，１）の人的資本形成をも妨げる。したがって，補助率が でを上回る場合には，進学率は

高いものの，個々の進学者の人的資本形成量は低い水準にある 。

　臨界税率 ７の経済的意味を確認する意味をこめて以上の均衡の議論を手短に整理しておこう 。

すなわち ７は，経済がその均衡において進学者全員が学習努力を投入している状態にあるか否か

を区別する補助率であり ，で を下回る補助率の下ではこの状態が達成される。この場合の進学者

数は，１一；ふ（で）〈１－７（１）と比較的少数であるものの各進学者の教育投資効果は大きい。しか

しながら補助率が でを下回る水準にあるときには，学習努力を投入する誘因を持たないＫク（１）

の個人の一部が進学を選択するためこの状態は達成されない。従って進学者数は１一ク（で）＞１一ク

（１）と多いものの，個々の教育投資効果は努力を投入しない進学者の存在を反映して小さくなる 。

（１０３０）
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４． 経済成長及び税率 ７の変化の効果

　４ ．１
．７ の変化に対する均衡の変化

　７＜エの領域における税率上昇の効果は（１１），（１はり

　　　　 工了＊１（で）＜Ｏ，工１２＊１（で）＞Ｏ

で与えられる。つまり７の上昇は，進学する場合に得られる効用の相対的上昇を通じて非進学者

数を減少させ，進学し努力投入する者の数を増加させる。世代カの総人的資本形成量Ｈ’は

肘）一
工１
脇一声（・）・ムぽ、州，・）州〃

と表され，７の上昇によっ て凪は必ず増加することが下式より確認できる 。

　　　　肚）一～（・一１（声，・）沽）・・

　　　　　　　
（１・

　次に７≧エの領域における ７上昇の効果についてみてみよう 。（１勾より ，戸（で）と戸（７）の問には

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１一戸

　　　　　〃＊　　　　　　　　　　　　１一戸（７）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　＿　　　　　　　　　　＜Ｏ
　　　　¢＊（７）　　　　 ．　　 刀１

（づ・，（１一ク・）１（１一戸（７）））

　　　　　　　　　　（１ｒ＊（で））　　 ＿　　　＿　　　 一　　　　一１

　　　　　　　　　　　　　　　　 刀。（戸，（１一主＊）１（１一三＊（で）））

　　　　　　　　　　７）　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＾
の関係が成立するから，これと主１（７）＜Ｏより戸１（７）＞Ｏが得られる。よっ て（１弓より ，税率の上

昇による４
＊（７） ，エニ＊（７） ，エニ２＊（７）の変化は

　　　　グ（で）寸（で）＜Ｏ，グ（・）＝ 芦（・）十１汐（・）＞Ｏ，工１３柵（で）＝一〆（。）〈Ｏ

と表されることになる。教育補助の強化は努力投入の誘因を持たない能力の低い個人の進学を助

長する。これが進学者全員の努力投入の効果を低下させ，結果として均衡での進学者数を上昇さ

せる一方で努力を投入する個人数を減少させる。総人的資本量は

帥）一
工１

肋一州十
Ｔｌｒ）１（１）糾ム

ぽ、

１（
１， （・一声（・））・（・プ（・））い・

で与えられ，税率の上昇による総人的資本量の変化は，ライプニッツの積分公式より

　　　　舳一一（舳）一・附）一伽）１伽
・１三葦１１１一・ 声・

（で）

の（＞Ｏ）

　（＜Ｏ） （１の

（１０３１）
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・ん １共）伽峠１；ｌｌｌ）諜）グ（・）一〆（で）・

酬＜Ｏ）

と表すことができる。○は進学者数の増加による正の効果を表している。　は進学者中努力を投

入する個人数が減少することによる負の効果を，　は努力投入者割合の低下が努力を投入する個

人の人的資本形成量を減少させることによる負の効果を表している。　，　の負の効果が０の正

の効果を上回る場合には，補助率 ７の上昇は総人的資本量の減少を招くことになる 。

　４．２．経済成長

　（吻，（１弓より ，〃期均衡での各工のサイズは７にのみ依存しており ，他世代の行動とは独立であ

る。 ７は時間を通じて一定であるとする仮定より ，経済は常に定常状態にあり ，４，Ｌ二，Ｌアは

（したがって凪も）初期時点から通時的に一定となる（以後Ｌ，Ｈの下付きの添え字を省略する）。〃

期の総産出水準は

篶一ル閉汁〃・（で）・（ｈ）（〃・（で）・〃・（・））吻

＝ｏ’ Ｈ（で）十〃＊（７）十（１一£）（工ｓ＊（７）十Ｌ３２＊（７））

で与えられ，期によらず最右辺の［】内は一定となるから，総産出の成長率は経済全体の知識

水準 ｏの成長率に一致する。ｏは教育投資活動を通じての外部効果により（２）にしたがって蓄積さ

れるから，総産出の成長率は

・一
争一・一〇オー・一¢（工加）一・一¢（・（・））一・

と表すことができる。（１¢より７〈７の場合には，教育補助率の上昇は経済全体の総人的資本量を

増加させることを通じて知識水準の蓄積を促進し，経済成長率を上昇させる。これに対し ７の場

合には，（１のより ，での上昇によるＨの変化の方向は確定されず，よっ て成長率の変化の方向も

また確定されない。とくに，（１の式中　，　の負の効果がＯの正の効果を上回る場合には，公的教

育補助率の上昇により経済成長率は低下する 。

５． 数値計算の結果

　前節では７＞での領域における補助率の上昇が，総人的資本形成量の低下を通じて経済成長率

を低下させる可能性があることを示した。しかしながら，モデルの構造上この点についてさらに

踏み込んだ理論分析を行うのは困難である。したがって本節では数値計算により前節で得た結果

について検証する 。

（１０３２）



　　　　　　　　　　教育補助と経済成長の逆説的相関（呉，四谷，平田）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
数値計算を行うに当たり人的資本生産関数を次のように想定する 。

７３

　　　　　　　　　　宇（ク）…ク”十１　　　　　　　　　　ｉｆ　〆＝Ｏ

　　　　が’：
　　　　　　　川）刀（１ ，刎’）…（ぺ糾刎タ）十１）ｉｆ・‘＝１

ここでＯ＜ぴ＜１，Ｏ＜９＜１である。パラメータ値にっいてはそれぞれ，ぴ＝Ｏ ．５，ｇ〈１〉＝Ｏ ．５５，£

＝Ｏ．６とし，その下で以下の三つの効用水準を計測した。〃”』がを満たす能力水準がゴ＊（で）で

あり ，が勿＝がを満たす能力水準がク（舳’）である。そして吻＝１の下で〃”＝〃
ｓ勿
を満たす能力

水準が；去（７）である
。

〃舳＝１〃（１一で）の十肋ｏ’十１

が一１・（ （・一・）（・一・）・７［ｚ＋（１≠１ （１・£）］ ）・１
・舳）・叶・

炸伽（ （１一・）（・一・）・７［汁（１≠１
（１一£）］ ）の・（・）・１州

１）刀（１，吻）仙

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
　結果は表．１から表．６にまとめられている。表．１～３では吻＝１の下でが勿が計測されている 。

まず表．１を見てほしい。そこでは，７＝Ｏ ．２４００８３亀Ｏ ．２４の場合に ，ゴ＝Ｏ．２９の個人にとっ て〃州 ，

がおよび榊＝１の下でのが勿が均等化することが示されている 。つまりク（１）＝ゴ＊（Ｏ ．２４）＝Ｏ ．２９

が成立する。したがって臨界税率は７＝Ｏ ．２４００８３亀Ｏ．２４で与えられる 。

ｉ ｕＳｅｉ ｕＳｉ
ｕｎ１

０． ００ １． ９５ ２． ５５ ３． １９

０． ０６ ２． ４７ ２． ８１ ３． １９

０． １２ ２． ７１ ２． ９３ ３． １９

０． ２４ ３． ００ ３． ０３ ３． １９

０． ２９ ３． １９ ３． １９ ３． １９

ｉ ｕＳｅｉ ｕＳｉ ｕｈ

０． ２９ ３． １９ ３． １９ ３． １９

０． ３５ ３． ６３ ３． ４７ ３． １９

０． ５２ ４． １１ ３． ８２ ３． １９

Ｏ． ６８ ４． ７８ ４． ３９ ３． １９

１． ００ ６． ５７ ６． ０９ ３． １９

表１税率＝臨界点の税率（７＝〆０
．２４）

　表 ．２，３は ７（亀Ｏ ．２４）＞７ を満たす二つの税率 ７＝Ｏ ．０１，７＝Ｏ．２の下での計測結果である。表

．２より；ふ（０ ．０１）勺Ｏ ．６２，表
．３より；去（Ｏ ．２）２０ ．３２が得られ，臨界税率 ７を下回る領域での７の

上昇が ｓ２の選択者数を増加させ，〃の選択者数を減少させることが確認できる 。

（１０３３）
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ｉ ｕＳｅｉ ｕＳｉ ｕｎｉ

Ｏ． ００ １． ９５ ２． ５５ ３． ４６

Ｏ． １５ ２． ７１ ２． ８８ ３． ４６

Ｏ． ３０ ３． ０１ ３． ００ ３． ４６

Ｏ． ４５ ３． ２４ ３． ０８ ３． ４６

０． ６２ ３． ４６ ３． １７ ３． ４６

ｉ ｕＳｅｉ ｕＳｉ ｕｎｉ

０． ６２ ３． ４６ ３． １７ ３． ４６

０． ７０ ３． ５５ ３． ２２ ３． ４６

０． ７８ ３． ６７ ３． ２７ ３． ４６

０． ８４ ３． ７８ ３． ３５ ３． ４６

１． ００ ４． ０５ ３． ５８ ３． ４６

表２臨界点の税率＞税率（７（亀Ｏ ．２４）＞で（＝Ｏ ．０１）））

ｉ ｕＳｅｉ ｕＳｉ ｕｎｉ

０． ００ １． ９５ ２． ５５ ３． ２４

Ｏ． ０７ ２． ５１ ２． ８２ ３． ２４

Ｏ． １４ ２． ７６ ２． ９５ ３． ２４

Ｏ． ２１ ２． ９７ ３． ０５ ３． ２４

０． ３２ ３． ２４ ３． １５ ３． ２４

ｉ ｕＳｅｉ ｕＳｉ ｕｎｉ

０． ３２ ３． ２４ ３． １５ ３． ２４

Ｏ． ４７ ３． ６１ ３． ４４ ３． ２４

Ｏ． ６２ ４． ００ ３． ７２ ３． ２４

０． ７７ ４． ５３ ４． １６ ３． ２４

１． ００ ５． ５８ ５． １１ ３． ２４

表３臨界点の税率＞税率（で（完Ｏ ．２４）＞７（＝０ ．２））

　次に税率が工を上回るケースについてみてみよう 。表４および表５はそれぞれ ７＝０２５，７

＝０．３とした場合の計測結果である。ここでのが勿は吻 ＝（（１一ク）／（１一戸（７）））として計測さ

れており，がとが勿が均等化する能力水準が戸（７）に対応する。表 ．４より戸（０ ．２５）＝０ ．

２７１３８２亀０２７，戸（０２５）＝０２８７７９４勺０２９であるから ，７＝０２５の場合にはｚＥ［０，０２７］の個

人は 〃を，炸［０ ．２７，０ ．２９］の個人はｓ を， 忙［０ ．２９，１］の個人は ｓ２ を選択する。均衡での努力

投入者割合は榊 ＝（（１一ク＊（Ｏ ．２５））１（１一戸（Ｏ ．２５）））＝Ｏ ．９７７４７５亀０．９８である。これに対し ７

＝０．３の場合には表 ．５より戸（０ ．３）亀０ ．２１，ク（０ ．３）勺０．３０という結果が得られる。つまり ，７ を

上回る領域での補助率の上昇が進学者数を上昇させ（ｚ＊（７）の０２７から０２１への低下），努力

投入者数を減少させる（戸（で）の０ ．２９からＯ．３０への上昇）ことが確認できる。努力投入者割合

は０ ．９８から０．８８に低下する 。

（１０３４）
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ｉ ｕＳｅｉ ｕＳｉ ｕｎｉ

Ｏ． ＯＯ １． ９５ ２． ５４ ３． １８

Ｏ． ０６ ２． ４７ ２． ８１ ３． １８

Ｏ． １２ ２． ７１ ２． ９３ ３． １８

Ｏ． １８ ２． ９０ ３． ０３ ３． １８

０． ２７ ３． １６ ３． １８ ３． １８

ｉ ｕＳｅｉ ｕＳｉ ｕｎｉ

０． ２７０ ３． １６ ３． １８ ３． １８

０． ２７４ ３． １７ ３． １９ ３． １８

０． ２７８ ３． １８ ３． ２０ ３． １８

Ｏ． ２８２ ３． １９ ３． ２１ ３． １８

０． ２９０ ３． ２２ ３． ２２ ３． １８

ｉ ｕＳｅｉ
ｕＳ１ ｕｍ

０． ２９ ３． ２２ ３． ２２ ３． ２４

Ｏ． ４５ ３． ６２ ３． ４７ ３． ２４

Ｏ． ６１ ４． ０７ ３． ８０ ３． ２４

Ｏ． ７７ ４． ６８ ４． ３０ ３． ２４

１． ００ ５． ８８ ５． ４２ ３． ２４

７５

表４税率＞臨界点の税率（７（０ ．２５）＞７（２０ ．２４））

ｉ ｕＳｅｉ ｕＳｉ ｕｎｉ

０． ００ １． ９５ ２． ５５ ３． １０

Ｏ． ０４ ２． ４２ ２． ７９ ３． １０

０． ０８ ２． ６４ ２． ９０ ３． １０

０． １２ ２． ８２ ３． ００ ３． １０

０． ２１ ２． ９８ ３． １０ ３． １０

ｉ ｕＳｅｉ ｕＳｉ ｕｎｉ

０． ２１ ３． ００ ３． １０ ３． １０

Ｏ． ２３ ３． ０７ ３． １４ ３． １０

Ｏ． ２５ ３． １２ ３． １８ ３． １０

０． ２７ ３． １８ ３． ２１ ３． １０

０． ３０ ３． ２７ ３． ２７ ３． １０

ｉ ｕＳｅｉ ｕＳｉ ｕｎｉ

０． ３０ ３． ２７ ３． ２７ ３． １０

Ｏ． ４７ ３． ７４ ３． ５８ ３． １０

０． ６４ ４． ２６ ３． ９９ ３． １０

Ｏ． ８３ ５． ０１ ４． ６３ ３． １０

１． ００ ７． ４２ ６． ９５ ３． １０

表５税率＞臨界点の税率（で（＝Ｏ ．３）＞７（亀０ ．２４））

　最後に，以上の各 ７の値の下での総人的資本形成量凪が表．６にまとめられている。表 ．６ ．ａ ，

表． ６．ｂよりＨ’（Ｏ ．２４）＞凪（Ｏ ．２）＞凪（０．０１）であることがわかる。つまり ，７＞７での補助率の上

昇は非進学者数の減少と進学し努力を投入する個人数の増加を通じて総人的資本量を増加させる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０３５）
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というモデルの結果を確認できる。これに対し表６ ．ｃ より凪（０ ．２５）＞凪（０．３）であるから，補

助率が０ ．２５から０．３に上昇した場合には総人的資本水準は低下する。すなわち ７＜７の領域では

兄（７）が ７に関して減少的となる局面を持つことがわかる。よっ て， 本節で想定したパラメー

タ値の下では，（１つ式中　，　の負の効果が¢の正の効果を上回り ，７＜ででの補助率の上昇は経

済成長率を低下させることになる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７＝０ ．２４００８３

汽で）

五１ぽ，
刀（１，・ｗ）〃

０． ２８４６５３

３． １４７８６７

凪（７）　　　　　　３ ．４３２５２

表６．３（ｆ＝７＝Ｏ ．２４００８３のケース）

　　　　　　７＝Ｏ ．０１　　　　　　　　　　７＝０
．２

汽で）

ム作、刀（１
，・）ア（１）〃

Ｏ． ６２３９８９　　　　　　　　　０ ．３１８７９５

１． ９３９７４１　　　　　　　　　　　３ ．０４９９５５

１７ｔ（７）　　　　　　　　　　　　　　２ ．５６３７３　　　　　　　　　　　　３ ．３６８７５

　表６．吐（７＞でのケース ，７＝Ｏ ．０１，で＝Ｏ
．２）

７＝Ｏ．２５　　　　７＝Ｏ ．３

０． ２７１３８２　　　　　　　０ ．２１０３３１

＾
　‘＊（７）工　＊（で）

Ｏ． ０２５０８９７　　　　　０ ．１３７４９９

一

ム、、、刀（１，（１一戸（・））／（１一三・（・）））７（１）〃
３． １２７５１　　　　　　　３ ．０３９４８

凪（７） ３． ４２３９８　　　　　　　３ ．３８７３１

表６．６（でくでのケース ，で＝Ｏ ．２５，ｒ＝０ ．３）

６．

おわりに

　本稿では，教育現場における各個人の学習努力問に外部効果が存在するという想定の下で，公

的教育補助が経済成長に及ぼす影響について分析を行った。そして以下の２つの結論を得た 。（１）

過度の公的教育補助は，学習努力を投入する誘因を持たない個人の進学を助長することを通じて

努力投入者の学習成果を引き下げ，高進学率，低進学者 一努力投入者率という傾向を強める 。（２）

補助の拡大は進学率の上昇を通じて総人的資本量を増加させる一方で，努力投入者数の減少と努

力投入の成果の低下を通じて総人的資本量を低下させるため，ネ ットでの総人的資本量，ひいて

は経済成長率に負の効果を及ぼす可能性がある。とくに第二点については，数値計算によっ て補

助率と経済成長率が負の相関を持つ局面が存在することが実際に確認された 。

　しかしながら，我々の分析は公的教育補助率と経済成長率の大域的な相関関係を導出するには

至っ ておらず，したがって教育政策について踏み込んだ議論を行うに耐え得るものとなっ ていな

い。 この点を改善し，より現実的な政策に貢献できる結果の導出を試みることが今後の残された

課題である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０３６）
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補論

［で＜７のケース］

　均衡はクニ（ゴ＝＊ グ＊）＝ゴニ＊，ヴ（ゲ ，ヴ＊）＝ク＝２＊ を満たすギとクァ２ の組み合わせ（グ，グ＊）とし

て定義される。（抄１・（・）の場合には
，（１ｌ・）・ は１（・，・一（州と曲線 ・・ とが

・（
１，

肌・

一（帆
嵩１）の交点の１ちｌ／左方に位置する点で与え！れ榊（…

プ）桝 ・・

より主（７，１一（クニ）２）＜主＊（７）が（杓２に依らずしたがうから ，クァ（（クご）２）は必ず４＊（７）を下回る 。

よっ て（クご）２＞主＊（７）は均衡となり得ない 。

　（ １ご）２＝２＊（７）の場合には，（
１ブ２）２

≧グ で１ご（２＊（７） ，（１ア２）２）＝２＊（７）が得られるものの，本文

中で示した通り ，この領域では必ずクニ２（主＊（で），（杓
９）＜（ゴニ２）９ が成立する 。一方（づご２）２＜ゲ

十

ではゴニ（主＊（７），（ゴご２）２）は三＊（で）より左方に位置する曲線〆とが２（づ ，わ’（７，１づ＊（で）） ，（１

１（ヴ）２）／（１‘三＊（７））の交点で与えられるから ，ゴァ（主＊（７） ，（ゲ）３）＜２＊（７）となる。よっ て

（の ２＝三＊（で）も均衡から排除される 。

　（ケニ）２ ＜主＊（で）の下でクご（（の ２， （グ）２）＜２＊（７）となり得るのは ，ゴご（（クご）９ （ゲ）２）が ，

ゴご（（ゴご）２ （ゴブ２）２）＜クニ２＋

の下で，曲線〆とが
２（ク ，６’（で ，１一（クご）２） ，（１一（ゴニ２）２）／（１一（ゴブ）２））の交点

によっ て与えられる場合のみであり ，その場合にはづご（（ゴご）２，（づ二２）２）とげ（（ゴニ）２，（クァ２）２）は一

致するから ，均衡では（クご）２＝（づご）２ でなくてはならない。ク＜亘＊（７）においてゴご（（ゴご）２
（げ）２

＝クご２（（ゴァ）２ （ゴご）２）を満たすのは；ふ（７）のみであるから，均衡は（ゲ ，グ
＊）＝（；、（７） ，；ふ（で））で

一意に与えられる 。

［で≧７のケース］

　（ゆ ２＞主＊（７）の場合にはクご（（クご）２ （クニ２）２）＝主（で，１一（ゆ ２）＜主＊（で）が成立する。また ，（ク＝）２

＜三＊（７）の場合にはゴご（（ゴご）２ （ケブ２）２ は主（で，１一（ゴァ）２）と曲線〆とが２（づ，６’（７，１一（ゴご）２） ，（１

．（クご２）２）／（１‘（ゴ１）２））の交点のうち，より左方に位置する点で与えられるが，前者の場合は

クご（（ゴご）２ （クニ２）２）＝主（７，１一（ゴご）２）＞主＊（で）であり ，後者の場合もまた（ゴご２）２ に依らずクご（（ゴニ）２

（クご２）２）＞；’（７
，１一主＊（７））＞主＊（で）が成立する。よっ て（クフ）２刊＊（７）は均衡とならない。これに

対し（ゴニ）２＝主＊（で）では主＊（で）＜ク（１）よりクご（主＊（７），（グ）２）＝主＊（７）が任意の（グ）２）で成立す

るから ，ク＝＊ は２＊（７）で一意に与えられる 。

　本文中で示されている通り ，クご＝４＊（７）の下でゴニ２（主＊（７） ，ク＊（で））：ゴ＊（７）を満たすク＊（７）Ｅ

（ク（１） ，ク（Ｏ））の一意的存在が保証されるから ，均衡は（ゴフ＊，ゲ＊）＝（４＊（で） ，ク＊（７））で一意に与え

られる。とくに，７＝エの場合は（クご＊ ，げ
＊）＝（主＊（７） ，主＊（７））である

。

（１０３７）



７８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第６号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

　１）簡単化のため，教育に対する物的費用はＯであると仮定する 。

　２）成長理論に関する多くの文献で，教育投資は知識の蓄積や技術進歩の促進を通じて生産性を上昇さ

　　せると想定されている（例えぱ，Ｌｕｃａｓ（１９８８），Ａｚａｒ１ａｄ１ｓａｎｄＤｒａｚｅｎ（１９９０））。 また，ＢａＩｔｅ１ａｎｄ

　　Ｌ１ｃｈｔｅｎｂｅｒｇ（１９８７），Ｂｅｎｈａｂ１ｂａｎｄＳｐ１ｅｇｅｌ（１９９５），Ｃｏｈｅｎ（１９９６）なとによっ て， この相関関係

　　が実証的に支持されるという結果が得られている 。

　３）すなわち，政府の各進学者の努力投入の有毎に対する観察不可能性を暗に想定している 。

　４）本モデルでは所得税は第一期の所得にのみ課せられるとしているため，教育補助政策によって世代

　　間の所得移転は起こらない。このためモデルは所得再分配政策の幾つかの重要な問題が欠落したもの

　　となっ ている 。

　５）ダ＝１，（エニ十エァ＝Ｏ）では伽＝・・ だから，での値によらず〆〈が（Ｏ ，わ、）が成立する。よっ てク（で
，Ｏ）

　　 ＝Ｏである 。これと¢（■１一ク）／秋＜Ｏより ，づ（ち１）＞Ｏならば戸（で，１一戸）：戸を満たす戸の内点で

　　の一意的存在が保証され，４（で，１）＜Ｏならば任意のエニ十エァに対して三（で，１一づ二）＝Ｏとなる 。三（ち１）

　　くＯは”＞が（Ｏ
，わ’（７，１））と同値であり ，７ が１－７（Ｏ）（１一£）を下回る場合に成立する 。

　６）箏＝１では７の値によらず〆＜が２（Ｏ，伽，１）が成立するから７（７，Ｏ）＝Ｏであり ，また；；（７，１一の＞Ｏ

　　 より¢（７，１一ゴ）／６ゴくＯがしたがうから，汽 で，１）＞Ｏならば声（７）の内点での一意的存在が保証され

　　る。ゴ（ち１）＞Ｏは〃＞が２（Ｏ
，６’（７ ，６’（７ ，１），１）と同値であり ，仮定（７）よりが（Ｏ，わ’（７ ，１））＞

　　が２（（Ｏ
，６’（７ ，１） ，１）が成立することより ，〆＞が（Ｏ ，６’（で，１））の場合には必ず満たされる 。

　７）ゲ（主＊（で） ，づ（１））＞づ（１） ，グ（４＊（７），ク（Ｏ））＜ク（Ｏ）と均衡の一意性より〆（２（で），戸（７））＜１が成

　　立する。つまり刀。（戸，（１一戸）／（１一主＊（７）））＞（１／（１－４＊（で）））刀。（戸，（１一ク＊）／（１一ク＊（７）））が成立し
，

　　したがって上式の分母は必ず正値となる 。

　８）人的資本関数についてはＬｏｕｒｙ（１９８１），Ｏｒａｚｅｍ　ａｎｄ　Ｔｅｓｆａｔｓ１ｏｎ（１９９７）の定式化にしたがった 。

　９）なお，各計測値は便宜上 ｏ、＝４，ｏ’。。＝８とした場合の効用水準である 。モデルではｏ’。。 は内生変

　　数であるが，均衡はの，ｏ’。。 の値と独立に決定されるから，これらの値が数値計算の結果に影響を

　　与えることはない 。
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